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2000年代最初の10年の半ば頃から，行政政策

評価や大学評価の分野において iPDCA(Plan-

Do-Check-Act (ionJ)サイクル」が必ず取り

上げられてきている。しかし，多くの場合，そ

のサイクルを創案した経緯と理由に立ち戻るこ

となく，従ってその真意を理解しないまま名称

だけを使用している。本稿では，最初に

PDCAサイクルの創案・展開過程を概観し，

次にその真意は何であったのかを明らかにする。

*本稿は.工業経営研究学会・西日本部会の研究会
(2012年4月21日，広島国際大学)における報告
iPDCAサイクルの真意と波及過程一一大学評価
とも関わって一一」を基に作成したものである。

由 井 r告

その上でどのような経緯でこの用語が行政政策

評価や大学評価に「必須」として用いられるよ

うになってきたのかを検討し最後にそのよう

な波及と誤用に関連して若干の考察をする。な

お，日本では創案当初から「デミング・サーク

ル(またはサイクル)Jとも呼ばれてきたが，

いずれも今日いうところの PDCAサイクルと

同じ意味で用いられてきたと考えてよい。

1. PDCAサイクルの創案と展開

1.1 PDCAサイクルの流行と誤用

2000年代に入った最初の10年の半ば頃から.

国や地方自治体の行政政策評価において，また

教育政策評価や大学評価において， iPDCAサ

イクル」が必須の用語となっている。そこでは，

「できる限り定量的な目標を立てて (P)，実行

し (D)，その結果を目標数値と比べて (C)， 

対策を考える (A)Jという有り様がたいてい

の実態になっている。このような用法は，この

サイクルを創案し様々な実践をしてきた日本

の品質管理の領域からみれば，同一視できるも

のではない。そこで先ず， 日本への品質管理の

導入とその後の発展に即して PDCAサイクル

の創案・展開・普及の過程とその特徴の要点を

把握することとする。

1.2 日本の品質管理と PDCAサイクル

日本が第二次世界大戦後に主としてアメリカ

から導入した品質管理(以下 QCを多用する)

は.工業製品の生産工程における品質を管理固

などの統計的手法を用いて管理(コントロー

ル)することから本格的に始まった。それは
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1960年代後半にかけて，全社的(または総合

的)品質管理 (Company-WideQC : CWQC， 

Total QC : TQC)へと発展していった。すな

わち，全社，全部門の，全員が，品質・コス

ト・納期を含めて管理対象とする活動であった。

この日本の CWQC(TQC)はその後も内容を

充実させるとともに， 1970年代後半から1980年

代を通じて海外に移出された(由井， 2011， 

p.2-3)。そして，その大きな特徴の 1つは次

の言葉で表されたのであった。

日本の品質管理の基本は PDCAサイクル

(管理のサイクル)を回すことである(高橋，

1991)。
ただしこのサイクルでは目標に対して結果

をチェックすること以上に.品質達成目標を含

む計画の策定のプロセスと，実行のプロセスの

管理，結果の検討と改善のプロセスを重視して

きたのである。つまり， i結果も大事だけれど，
プロセス(工程)はもっと大切であるJ(石川，
1984， p. 213) との基本認識に立ちつつ上述の

CWQCへと発展してきたのである。また

CWQCの主要な支柱である方針管理について

いえば，社長方針の設定と展開に際しでも一方

的なトップダウンではなく，上下・左右聞の意

思疎通とそのプロセスを大切にしてきたという

ことができる。次に，このような PDCAサイ

クルがどのような経緯と理由で創案され展開さ

れていったのかをみることにしよう。

1.3 PDCAサイクル生成過程の解明

狩野 (2006)は，品質管理ベーシックコース

(日本科学技術連盟一一以下「日科技連」一一

主催による QC教育コース)の月報などに基づ

いて Plan-Do-Check-Actionサイクルがどのよ

うな歴史的経過で生まれてきたかについて調査

をした。これによってこのサイクル誕生の経緯

が QC界1)において初めて明らかにされたので

1) QC (品質管理)界を，日本品質管理学会の学
界・産業界の会員およびその他品質管理の研究
者・実務家などを含む全体を指すこととする。こ
れに関しては木暮 (1965)も参照のこと。

あった。同調査は，他のテーマも同時に取り上

げていたこともあって， iPlan-Do-Seeの誕生

の解明は残された課題である」とされた。

Plan-Do-Seeの生成過程，およびP-D-C-Aの創

案・展開と P-D-Sの関連については別稿(由井，

2011，第3章)で詳述しているので，本稿では

以降の議論展開のために必要な範囲で，その要

点を次に示すことにする(図・ l参照2))。

1.3.l 出発点は工業生産への管理図の適用

PDCAサイクルの成立に至る出発点は，

シューハートが1924年に工業製品の大量生産に

管理図を適用したことに遡ることができる。し

かし，より関連深い出発点は1938年春にシュー

ハートが米国農務省の大学院で行なった講義，

とりわけ「統計的管理の重要性」で示した新旧

2つの考え方を示した図であった(図・ 1の中

央上部)。

デミングは1950年と 1952年に日本で行った

QCの講義の中で4つのセクターから成る図を

示した。これは彼自身が述べているように，

シューハート (Shewhart，1939)に基づいた

ものであった (Deming，1986， p. 88)。

デミングの講義の前年 (1949年)の9月から

行われた CCS経営講座(IndustrialManage-

ment:工業経営)で「品質管理(第 3章，第

4節)Jをサラソン (H.M. Sarasohn)が担当

した。その中で， i設計(仕様)に基づく製造
の実行」に際しその製造工程を管理図により

「チェック」し.問題を発見すれば「処置(ア

クション)をとる」こと，および処置に際して

は処置の方策を「計画一実行ーチェックー処

置J(日本電気通信工業連合会， 1949， p. 164 ; 
日通連経営管理研究会訳編， 1958， p. 275)に

よって，満足が得られるまで繰り返すことが解

説された(図・ 1の右上部)。

1.3.2 PDCAサイクルの創案と成立過程

CCS講座における品質管理およびデミング

の講義の主たる意図は，統計的方法を学んで工

2) 図・ lで“BC"は日科技連の“品質管理ベー
シックコース"を表している。この第I回は1949
年に開催された。
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業製品の生産工程において品質を管理し改善す

るところにあった。しかし 1950年代当時の日

本の品質管理指導者たちはそれに加えて企業が

全社的・計画的に品質管理を推進していくよう

に指導する必要性に迫られ，個々の工程の管理

に用いた方法を全社・全工場的な品質管理の推

進と，個別製品の品質管理の双方に適用しうる

枠組みとして Plan-DかCheck-Action(この呼び

名は1963年から64年にかけて，また“PDCA"

は1965年12月の第28回QCベーシックコースで

用いられた)サイクル(またはサークル)を考

案するに至ったということができる。これには

1954年に行われたジュラン (]uran)の講義が

直接影響した(図・ lの中段左以下を参照)。

彼は「第 1講TheNature of Control (管理の

性質)Jの中で， Managementの機能を， Plan-

ning， Doing， Seeingとして説明したのであった。

1.3.3 PDCAサイクルの普及

PDCAサイクルの語は，その後1970年代末

以降圏内で，また1980年代以降海外において，

主として QC領域において普及していった(由

井， 2011， p. 94-6)。ただし 1990年代以降は

日本でも海外でも Plan-Do-Check -Actが多用

されている3)。

2. PDCAサイクルの真意

前章で， PDCAサイクルの創案・生成・普

及過程を概観した。その端緒を聞いたのが

シューハート (Shewhart，1939)とデミング

(デミング， 1950b; Deming， 1952)であった。

続いて日本の指導者たちがシューハートとデミ

ングの考えをジユラン(].M. J uran)の講義の
影響を受けて PDCAサイクルに発展させ，日

本金業がそのサイクルを経営の場に適用して

いったのである。そのように実践され普及して

いった PDCAサイクルであるが，その生成の

起点となった書物の著者や講習会の講師，ある

いは日本の指導者たちの意図するところは何で

3) 些細なことながら3.4節で示す経過によって，
我が国の行政評価や大学評価においてはほとんど
の場合“Plan-Do-Check-Action"を使用している。

あったのだろうか。この章ではそれを明らかに

していくことにする。

2.1 PDCAサイクルの真意 1: r組織内各部
門や人々の協働と協力を重視する」

真意1・:r元々は工業製品の生産工程におけ
る品質が主対象であった」

2.1.1 シューハートとデミング

シューハート (Shewhart，1939， p. 43-8) 

は，前掲した新旧2つの図(図・ lの上段中央

部)を比較して次のように述べている。

古い考え方に立てば，仕様・生産・検査の

3ステップはそれぞれが独立している。しか

し新しい考え方では，それらが l本の直線

ではなくて，一つの円に沿って進んでいく

べきものである (ina circle instead of in a 

straight line)。そこに至るまでに，つまり 3

つのステップが1つの円軌道と成るまでには，

それに漸進的に近づいていく一種の螺旋を形

成していると考えてよい。

その上で彼は次のように結論づけたので

あった。

(1) 仕様 (Specification)一生産 (Produc-

tion)一検査 (Inspection)の3つのステッ

プは互いに独立しているのではなく，それ

らは協力し合い (coordinate)，他の2つの

ステップの目的達成に援助的役割 (assist)

を果たさなければならない。

(2) 異なった企業や，あるいは同じ企業内の

各部門において，それら 3つのステップは

文字どおり，エンジニアや，生産，販売，

購買，法務など幾百千の従業員達の協同的

努力 (coordinatedeffort)を含む。

デミング (1950b)は図・ l右上部に掲げた

4ステップから成る車輪を示し，第4の段階で

市場調査によって製造業者が購買者の反応を重

視すべきであることを強調した。 Deming

(1952)でも同様の図を示し.第4ステップを

「製造業者と既存および潜在ユーザーとのコ

ミュニケーションである」として，それが大衆

にチャンス，すなわちよりよい，またはより
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ニーズに叶った製品を提供することになるとし

て，それを「産業の民主主義といってもよい」

と述べたのである。

2.1.2 フィーゲンパウム

フィーゲンパウム(A.V. Feigenbaum)も

日本の QC界に大きい影響を及ぼした。彼は，

QCを「企業内のさまざまなグループが行なう

品質維持および、品質改善のための努力を合一

(coordinate)するための効果的なシステムで

あるjと定義した。また，経営管理 (adminis-

tration)の視点から図によって“qualitycon-

trol cycle"を説明した中で，管理 (control)

を①標準の設定，②適合度評価，③必要な

ら是正アクションの実行，④標準改訂のため

の継続的な努力，の4ステップとして説明した

(Feigenbaum， 1951， p. 1-11)。

2.2 PDCAサイクルの真意 2: r結果すなわ
ち計画目標の達成以上に，プロセスの管理

と改善の継続を重視するJ
真意2': r問題解決(特性の改善)に際し，
プロセス(要因)の検討と解析に注力する」

PDCAサイクルを誕生させた日本の CWQC

(TQC)から把握した同サイクルの第2の真意

に立ち入って考えてみよう。

2.1.1 計画や巨標値を絶対視しない

日本の QCは，その本格的な導入 (1949-50

年)4)から数年後には計画的な推進をその特徴

の重要な柱とした。このことは，例えば1956-

60年度のデミング賞実施賞受賞企業の活動内容

からみて明らかである(白井， 2011， p. 84)。

ただし，計画を絶対視するのではない。計画は

常に不完全であると思い，限りなく完全に近づ

けるために， PDCAサイクルを回すのがよい

方法だと考えたのである(近藤， 1993， p. 19-24)。

Planを受けて Dゅつまり実行プロセスで改善

(自己修正)を繰り返しながら，さらに元の

Planそのものも検討をしていくのである。

4) 第二次世界大戦の前および戦時中にもその萌芽
と見られるものもあった(木暮.1988. p. 18 ; 
近藤.1993. p. 37)。

2.1.2 結果以上にプロセスを重視する

日本の CWQC(TQC)の重要な柱である方

針管理では，全社の計画策定と社長(全社)方

針の展開に際して組織の上下，左右聞の「すり

合わせ=意思疎通J(1キャッチボールjと呼
ぶ)を重視する。そのようにして設定した計画

や目標に関しでも，結果以上にプロセスを重視

したのである。すなわち， 1結果そのものより
予・実の差を問題にする。この原因が究明され

なければ来期も同様の未達成に終わる可能性が

あるのである。〔中略〕結果よりも，それを生

み出すプロセスを重視し，そのプロセスをレベ

ルアップして，よい結果を生み出そうとする」

(赤尾編著， 1988， p.4)のである。

2.3 小括:2つの真意とデミングの経営哲学

デミング自身が IPDCAサイクル」ゃ「デ

ミング・サイクル」の言葉を初めて使用したの

でない。しかし， 1.3節でみたようにそれらが

1950年のデミングの講義に由来していることは

確かである。デミングは後年になって， 日本の

品質管理の成功要因をアメリカ産業向けに経営

哲学書としてまとめた (Deming，1986)。その

エッセンスが「デミング14ポイント」であり，

同書 (OutザtheCrisis)の第 2章 IPrinciples

for Transformation of Western Management 

(アメリカの経営変革のための原理)Jで解説さ

れている。最後の第14ポイント「変革を成し遂

げるために全員が協働すること」の解説でデミ

ング自身は「シューハート・サイクルJと呼ぶ
サイクル図を示しているが，この図では

“check"を使用せず，“study"を用い，実施

による変化から学び研究することが，全段階の

改善に結ぴつくと述べている。その上でデミン

グは，すべての人が変革の各プロセスで寄与で

きることを強調している。すなわち彼は，企業

を人々の協働するシステムと捉えて，アメリカ

の経営者が好む数値目標による競争を廃し，協

力と協調による経営の重要性を説くのである。

このデミングの経営哲学は，本章でみてきた

PDCAサイクルの真意 lおよび2と符合する。
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3. PDCAサイクルの波及(1) 

国の行政政策評価へ

ここまでは.PDCAサイクルの生成過程と

真意についてみてきた。次に.1996年に開始さ

れた国の行政改革会議を端緒として.2000年代

入り後における国の行政政策評価一一それは大

学評価にも直接関連してくる一ーに関する議論

過程において. PDCAサイクルの生成過程や

真意を見過ごしたままその「用語」がどのよう

に波及していったのかを関連資料をもとに確認

していく。

3.1 i行政改革会議jについて
3.1.1 行政改革会議の概要5)

(1) 目的(所掌事務)

国の行政機関の再編及び統合の推進に関す

る基本的かっ総合的な事項を調査審議するこ

と。

(2) 組織(構成メンバー)

会長:橋本龍太郎(内閣総理大臣).同代

理:総務庁長官(行政改革担当大臣).委

員:優れた識見を有する者のうちから内閣総

理大臣が任命する (13人以内)。大学等6名，

産業界3名(飯田庸太郎「三菱重工相談役，

行政改革委員会委員長J.豊田章一郎[トヨ
タ自動車会長，経済審議会会長J.他1名). 

マスコミ 2名(川口幹夫 iNHK顧問J.渡
部恒雄「読売新聞社社長・主筆J).労働界l
名，政府l名(総理大臣補佐官)計15名
(3) 設置期限

平成10(1998)年6月30日まで置かれるも

のとする。ただし，会議の設置はその根拠と

なる政令の公布・施行された平成8(1996) 

年11月21日である。

(4) 設置根拠

① 総理府本府組織令の一部改正(平成8年

政令第319号)(会議の設置，所掌事務)

5) http://www.kantei.go.jp/jp/町oukaku.から抜
粋した。

②行政改革会議令(平成8年政令第320

号) (会議の組織，運営等)

3.1.2 最終報告

この行政改革会議は，第 1回が1996(平成

8)年11月28日で，第42回 (1997年12月3日)

に最終報告が決定された。最終報告後の議事が，

第43回 (1998年 l月29日)と，第44回(同2月

27日).第45回(同6月23日)で終了した。最

終報告の中から本稿に関連すると考えられる部

分を抜粋して以下に紹介するが，同報告に「各

省における評価機能の充実Jが盛り込まれたこ
とが注目される(下線筆者)6)。

I 行政改革の理念と目標

E 内問機能の強化

E 新たな中央省庁の在り方

l 基本的な考え方

2 省の編成

5 評価機能の充実強化

(1) 評価機能の充実の必要性

(2) 各省における評価機能の強化

② 評価の客観性を確保するため，童盤量

標の体系化や数値化・計量化など合理的

で的確な評価手法を開発していく必要が

ある。

③ 〔中略〕各省を超えた全政府レベルの

評価機能の充実強化を図る必要がある。

④ なお，実施部門については目標の設定

と達成度評価といった仕組みを導入する

が.これは評価機能の充実方策の一環と

位置付けることができる。

N 行政機能の減量(アウトソーシング).効率

化等

2 減量(アウトソーシング)の在り方

(2) 独立行政法人の創設

ア法人の運営

b 中期的目標・業務計画による管理

以下略

出典:i行政改革会議」最終報告(1997年12月3B)か
ら抜粋した。

6) 最終報告(案)についての討議が5日間の集中

(1997年11月7日.18日.19日.20日.21日)でノ
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3.l.3 r最終報告jについての若干のコメント
上述した最終報告は，評価を「政策目標jに

対する「達成度」の測定ととらえ，そのための

指標や数値化などの評価手法を開発する必要性

を強調し. ，評価」を狭義にとらえている。そ

の一方で、，政策の立案部門と実施部門聞の十分

な意思疎通の確保や，情報の公開，さらに「政

策評価の眼目が，政策に必要な修正を加えると

ともに，評価過程を通じて，可能な限り透明に，

政策の目的，内容，実現状況. [中略〕を明ら

かにし，幅広く政策選択の在り方についての国

民的議論を喚起していくことにある」にみられ

るように注目すべき積極的な見解も示している。

3.2 行政政策評価に関する法律の制定とその

「施行令j

行政改革会議の最終報告の内容を実行するた

めの根拠法として. ，行政機関が行う政策の評

価に関する法律J(平成13[2001J年6月29日

法律第86号)が制定され(，行政機関が行う政

策の評価に関する法律施行令」平成13[2001J 

年9月27日政令第323号).翌14(2002)年4月

l日から施行された。施行令のうち，本稿に関

¥行われた。このための「集中審議たたき台」が

「別添資料2Jとして作成された。この他に別添
資料lと. 3-11が用意された (r行政改革会議
の審議過程J他を参照した)。この「別添資料
2Jの 11.行政改革の現状と目標~なぜ今われ
われは行政改革に取り組まなければならないのか

-Jのr5評価機能の充実強化」において，
r(l)評価機能の充実の必要性jと(2)r各省におけ
る評価機能の強化J.1(3)評価結果の公開」など
がそれぞれ説明されている。

なお，佐々木 (1998)はこの最終報告に関して
次のように述べている。「報告では一つだけ貴重

な意見が出されている。全省庁に政策評価部門を

設けて，各省行政および所管法人の事業の評価の

機能を強化するというのである。〔中略〕ただし.

政策評価のための指標や方策には.まだ具体的な

ものがないのであるから，これから各省庁で開発

するということにならざるを得ない」。著者の

佐々木氏(慶応義塾大学総合政策学部教授)は

1988 (昭63)年までは「総務庁行政管理局長であ
り，その前に第二次臨時行政調査会の事務局長を

つとめた」方である。

連する要点は次のとおりである(下線筆者)。

そこにみるように，政策評価の客観的な実施と

政策効果の定量的な把握が強調されており，

「目標管理」の採用が意図されていたと考えら

れる。

第一章総則

第三条 (政策評価の在り方)

2 (政策評価は)その客観的かっ厳格な実施

の確保を図るため，次に掲げるところによ

り，行なわれなければならない。

一 政策効果は.政策の特性に応じた合理

的な手法を用い，できる限り定量的に把

握すること。

第四章 総務省が行なう政策の評価

第十五条(資料の提出の要求及び調査等)

総務大臣は. (中略〕行政機関の長に対し

資料の提出及ぴ説明を求め.又は行政機関の

業務について実地に調査することができる。

この場合において，調査を受けるものは，そ

の調査を拒んではならない。

3.3 マネジメント・サイクルの Plan-Do-See

から iPDCAサイクルjヘ
行政政策評価は総務省の所管であり. ，政策

評価局」が担当している。本節と次節 (3.3と

3.4)は，総務省のホームページを通じた本稿

著者から同省行政評価局への問い合わせメール

(2012年 4月5日付け)に対し，同局「政策評

価官室」から受けた回答の内容と，そこで教示

された政府の公開資料に主として基づいてい

るの。

3ふ1r政策評価に関する基本方針」にマネジメン
卜・サイクルPlan-Do-See

行政機関が行う政策の評価に関する法律(平

成13[2001J年法律第86号)第5条の規定(，政

府は，政策評価の計画的かつ着実な推進を図る

ため，政策評価に関する基本方針を定めなけれ

ばならないJ)に基づき，政府は「政策評価に

7) 1政策評価局政策評価官室」の丁寧な回答に深
謝する。
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関する基本方針Jを2001(平成13)年12月28日 (2) i経済財政運営と構造改革に関する基本方
に閣議決定した。この基本方針の要点は次のよ 針2006について」

うに把握することができる。 これは前項の翌年度版で¥平成18(2∞6)年
(1)政策評価は，これを「企画立案 (Plan)j， 7月7日の閣議決定の文書である。全5章と

「実施 (Do)j， i評価 (See)jを主要な要 「むすびJとからなり， i第l章 日本経済の現
素とする政策のマネジメント・サイクルの

中に制度化されたシステムとして明確に組

み込み，政策の不断の見直しゃ改善につな

げる。

(2) 政策評価の実施に当たっては，評価の対

象とする政策の特性に応じて適切な観点を

選択，具体化し，総合的に評価するものと

する。

(3) 政策評価の方式を， i事業評価」と， i事
後評価j，i総合評価」およびこれらの主要
な要素を組み合わせた一貫した仕組みなど.

適切な方式を用いるものとする。

(4) 政策効果は，できる限り政策効果を定量

的に把握することができる手法を用いるも

のとする。

(5) 政策評価に関する情報の公表に関する基

本的な事項を定めた。

3.3.2 rPDCAJサイクルの採用

(1) i経済財政運営と構造改革に関する基本方
針2005について」

この文書は，平成17(2005)年6月21日閣議

決定されたものである。「第 1章 日本経済の

現状と課題」から「第4章 当面の経済財政運

営と平成18年度予算の在り方Jまでの構成であ
る。このうち，第 2章に PDCAサイクルが明

記された。以下に示すとおりである。

第2章 「小さくて効率的な政府」のための3つ

の変革

2.仕事の流れを変える
(3) 予算制度改革

(モデル事業等の一般化)

成果目標 (Plan)ー予算の効率的執行

(Do)ー厳格な評価 (Check)一予算への

反映 (Action)を実現する予算制度改革を

定着させる (p.8)。

状と今後の課題」のタイトルは前年度版と閉じ

である。続く第2章と.さらに「むすび」で

PDCAサイクルが出てくる。以下に抜粋を示す。

第2章成長力・競争力を強化する取組

f新たな挑戦の10年Jにおいては， (1ピヤ略1成
長力・競争力の強化を実効性のあるものとする

ためには.個々の政策について明確な自標を定

め，長期的な筏点、から一貫性をもって取り組む

べきである。施策の推進に当たっては.成果g

標，政策手段等を明確に掲げ PDCAサイク

ルを着実に実施していく。

むすび

(経済財政に関する政策決定システムの改革)

略

(政策決定プロセスの定着)

「こうしたプロセスを経て，歳出改革，税制j改

革，社会保障制度改革.郵政改革，金融制度改

革.規制改革など各般にわたる構造改革が一貫性

をもって推進されている。また，工程表の作成や

PDCAサイクルによる管理等の手法が定着しつ

つある」

(3) 報道資料「政策評価結果の平成19年度予算

要求等への反映状況j(平成18[2006J年

9月28日)

この文書の i1 概要」の冒頭に「各行政機
関は， r企画立案 (Plan)J- r実施 (Do)J-
『評価 (Check)J- r企画立案への反映 (Aひ
tion) jという政策のマネジメント・サイクル

の一環として， r行政機関が行う政策の評価に
関する法律j(平成13[2001J法律第86号)Jj

に基づき政策評価を実施している」としている。

その上で次の注釈が付けられている。

「政策評価に関する基本方針」においては，

政策のマネジメント・サイクルの主要な要素

として， i企画立案 (Plan)j， i実施 (Do)j， 
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評価 (See)Jを挙げているが，今回. i評価

(See)Jが「企画立案 (Plan)Jに反映される

過程をとくに「企画立案への反映 (Action)J 

としてとらえ，マネジメント・サイクル全体

を「企画立案 (Plan)一実施 (Do)J一評価

(Check)一企画立案への反映 (Action)Jと

表現している。

3.4 iPDCAサイクルjへの変更の経緯

なぜ; どのような経緯で国の行政文書に記載

された Plan-Do-Seeにとって代わって iPDCA

サイクル」が登場したのだろうか。本節では，

このことを検討するため「経済財政諮問会議J
についてみることにする。

3.4.1 経済財政諮問会議の概要

(1) 目的(性格)

経済財政政策に関する重要事項について.

〔中略〕内閣総理大臣のリーダーシップを十

全に発揮することを目的として，内閣府に設

置された合議制機関。

(2) 構成議員:小泉純一郎(総理大臣).福田

康夫(官房長官).竹中平蔵(経済財政政策

担当大臣).他に総務大臣.経済産業大臣.

財務大臣，日銀総裁，財界2名(牛尾治朗・

ウシオ電機会長.奥田 碩・トヨタ自動車会

長).大学2名，計11名。

(3) 所掌事務

経済全般の運営の基本方針，財政運営の基

本. (その他略)。

3.4.2 fPDCAサイクルJに関連する審議内容

前項でみたようにこの諮問会議は経済および

財政といった国の根幹に関わる内容を審議する

会議であった。 2003年(平成15)年の第 l回が

1月20日に，そして第30回が同年12月25日に開

催された。翌2004(平成16)年には第 I回が1

月16日に，第35回が12月24日に開催された。会

議の議事録から本テーマに関連する発言をみて

いくことにする。

(1) 2003年第3回 (2月17日)

この日の議事は「規制改革・構造特区につい

て」であった。議論の中で奥田議員から次の発

言があった。

(奥田議員) 私は今日，経団連でもちょっと

怒ったんですけど.PDCという言葉が出

てくるんです。プラン・ドゥ・チェックの

ことなんですが，これは本来PDCAとい

う言葉なんですけど.PDCで終わってい

てアクションというのがぜんぜんでてこな

いんですよ。やはり一番大事な話は，プラ

ンしてドウ，それでチェックして，それで

アクションに結びつける。そのアクション

がどこかへ行っちゃって，プラン・ドゥ・

チェックばっかりなんですね。そんなこと

をやっておったら何もできゃしない。

この発言を受けて，塩川議員(財務大臣)が

特殊法人を例にとりチェックの重要性を主張す

るが，奥田議員の発言趣旨と噛み合わない。次

に牛尾議員が発言をする。

(牛尾議員) 日本企業はそういうことをやっ

てきたから競争力を増している〔中略〕仕

組みさえつくればできるわけです。

そこでこの会議の責任者(進行役)といえる

竹中議員が次のようなまとめの発言をした。

(竹中議員) (中略〕まず有識者から目標設

定のあり方等について御提案をいただいて

おります。これにつきましては，諮問会議

としても.この御提案の方向を踏まえて積

極的に取り組んで、いくということだと思い

ます。

このような議論経過で，奥田議員の提案の方

向で取り組んで、いうことを会議として確認した。

(2) 2004年第25回(10月5日)

この日の議事は(1)経済財政諮問会議の今後

の課題について.(2)郵政民営化について.(3) 

予算制度改革(政策評価)について，などで

あった。先ず，竹中議員の司会で会議が始まる。

〔中略〕

(竹中議員) それでは. 3番目の予算制度改

革に関しての審議に移ります。まず，有識

者から御議論をお願いします。

これを受けて本間議員(大阪大学)が次の発

言をする。



46 経営学論集 Vol. 52 No.2・3

(本間議員) 私の方から「政策評価の充実に

向けて」という民間議員ペーパーを紹介さ

せていただきます。〔中略〕各府省の評価

をわかりやすく横断的に比較検証できるよ

う，様式を簡便で統一的なスタイルにして

いく必要性があろうかと思います。それか

ら達成目標の定量化を徹底すると。これは

定性的な目標を羅列して資料が膨大になる

だけの無駄な作業があるという具合に我々

認識しておりまして，どのデータ，物差し

で評価を行うか，これもきちんとあらかじ

め明示させていくということが重要で、あろ

うと思います。

続いて，麻生大臣と，谷垣大臣が各担当府省

の評価結果の説明を行った後，奥田議員が次の

発言をした。

(奥田議員) 二，三回申し上げたことがある

んですけれども，評価の問題のときに，い

つも政府関係のチェックの仕方を見ていま

すと. rPlan-Do-SeeJということで終わっ

ているわけですね。我々の会社で、やってい

るのは.rPlan-Do・check-actionJorSeeJの

ところが rCheck-ActionJという話になっ

ているわけで.rp・D・C・AJのサイクルを
回しながら.絶えず改善して向上していく

という. [中略JrSeeJの中には rCheck

& ActionJというのが入っておるんです

か。そこが私は非常によくわからなくて，

rSeeJというのは何か見るだけで rAc-

tionJが何もない。

この発言を受けて，麻生大臣がダム工事の事

例を挙げて rSeeJのところで中止になったこ

とを紹介すると，小泉首相が rSeeの中にス

トップも入っているわけだJ.rストップもアク
ションだな」というように一方は仕組み，他方

は実際の事業， というように噛み合わない議論

の後，進行役の竹中議員が次のまとめの発言を

した8)。

8) [" seeJは「事後検討J(降旗. 1970. p.4)ある
いは「審査J(山城. 1970. p. 253)と訳されてい
る。その意味するところは単に「見る」だけでノ

(竹中議員) 基本的には，今日の民間議員の

提案は.そういうアクションが起こしやす

いような.そういう評価の仕組みをしてく

れと，そういう趣旨からの御提案だと思い

ます。

さらに吉川議員(東京大学)が「先ほどから

皆さんおっしゃっているとおり.評価を Ac-

tionにつなげる，具体的に言えば，翌年の予算

編成につなげるということがなければ意味がな

い」と確認の発言をした9)。

¥はなく.計画を実施した結果と「計画の差異を比

較し，どこにその差異の原因があったかを検討す

る。そして，その差異部分を修正し，実現可能な

計画を再度立案・実施J(高橋.2∞O.p. 109)する
ところにある。このことは図1の上段中央部に示
したブラウン(A.Brown)がすでに1947年の著書

の中で主張していた (Brown.1947. p.209-10 
訳書.p.198-9)。彼は次のように述べた。計画

内容のすべてを前もって決定することは不可能で

あり，計画 (Plan凶ng)は.実行 (Doing)が前

進するにつれて修正されなければならない。点検

(Seeing)は計画の完了を確認するだけでなく，

Planningが解決しなければならない諸問題を提
起することで寄与する。処置・修正された計画は

実行に移され，これら経済活動の 3局面は円状

(Circle)に数多くの回転を重ねることになる。

9) 経済財政諮問会議(小泉総理大臣を議長とし合

計11名で構成する。 3.4.1で既述)における議論の

中で，財界および大学出身の各2名と進行役であ

る竹中大臣(大学出身)計5名の議員の ["PDCA

サイクルを政策評価の仕組みである」と捉えた共

通理解は見事なものであった。この諮問会議に関

して.次のような舞台裏の仕掛けがあったことは

誠に興味深い(111北. r財界の正体J.2011) 0 ["財
界人と学者の民間議員四人が集まり，この四人の

議論を経て〔中略〕諮問会議の政策議論をリード

していた (p.107) J. ["財界人は同諮問会議の中で，

〔中略〕政府の事実上の政策決定に参加すること

ができた (p.110) J. ["竹中は，牛尾治朗.奥田碩，
本間正明，吉川洋の四人の民間議員と常に綿密に

打ち合わせ.共闘した (p.113) J。

これより先に月刊誌「文塞春秋」の1999年10月
特別号の「経営者よ，クピ切りするなら切腹せ

よ」と題する記事の中で，奥田は経済戦略会議な

どの「諮問機関に法的拘束力があろうとなかろう

と. (中略〕それが日本の将来にとってやるべき
ことであれば，実行する以外ないではないです

かJと述べたことがあった。小泉および安倍両ノ



December 2012 PDCAサイクル:真意不在の波及と誤用 47 

この経緯をみると， 3.4.1(1)項で示した「総理

大臣のリーダーシップを十全に発揮することを

目的とした合議制機関Jである「経済財政諮問
会議jにおける議論と発言ーとりわけ民間有識

者(経済界2名，大学2名)と経済財政政策担

当大臣(大学出身)ーが，爾後における国の行

政政策評価に真意不在のまま rPDCAサイク

ルjが浸透していくことになる強いきっかけを

与えたと理解することができる。次節以下でみ

ていこう。

3.5 r目標管理型Jの政策評価ヘ
- f2001年基本方針Jの部分取り

「目標管理型の政策評価の改善方策に係る取

組について」と題する文書は.平成24(2012) 

年3月27日，政策評価各府省連絡会議了承のも

のである。その前年に「目標管理型の政策評価

の改善方策に係る試行的取組についてJ(平成
23 [2011J年4月27日，総務省行政評価局長発，

各府省官房長等宛て)が出されている。これら

の両文書には， r政策評価に関する基本方針」
(平成13[2001J年12月28日:本稿の3.3.l項で

既出)に基づき策定された「政策評価の実施に

関するガイドラインJ(平成17[2005J年12月

16日付， 2010年5月28日および2012年3月27日

付けで一部改正)等の趣旨を踏まえて検討して

きた「目標管理型の政策評価」への取り組みに

ついて記されている。

このガイドラインには，数値目標や，成果

(アウトカム)に着目した目標の設定，測定可

能な指標，可能な限り具体的な指標・数値によ

る定量的な評価手法， といった用語が盛り込ま

れている。一方，評価手法として「定量的な評

価手法の適用を過度に求めることは効率的では

ない場合もあることに留意する必要がある」や，

「政策評価の基盤として調査研究等の実施，成

果の提供」などは， r基本方針 (2001年)Jの見
解 (3.3.1で先述)に基づいたものであり， r目

¥内閣 (2001-2007年)における財界の直接的な政
策決定過程への参加については佐貫 (2012，
p. 120-4)を参照されたい。

標管理」のみを主張しているわけではない。

上記の両文書はいずれも基本的考え方として

「目標管理型の政策評価」の定義(注)を示すとと

もに， r各行政機関における〔中略〕政策全般
をカバーして政策の目的， 目標，達成手段等か

ら成る政策体系を明確化した上で，事後に達成

状況を確認して当初の想定を検証することで，

多様な行政分野において， PDCAサイクルを

通じたマネジメントの向上，説明責任の徹底に

資することのできる特質を有しているJと述べ
ている。 2012年度文書には続けて， r目標管理
型の政策評価におけるこれらの特質が十分に発

揮され，政策評価が政府の PDCAサイクルを

適切に機能させていく基盤となること，国民へ

の説明責任をより徹底することを目的として，

以下の方策を実施する」とし，それに続いて具

体的な評価の方法や，数値目標の入った様式，

記入要領が具体的に示されている。このような

「目標管理」のとらえ方は，その真意の取り違

えである。これに関しては重本 (2011)の「第

3章 目標管理の誤読」を参照されたい。

(注) ここでの定義は次のとおりである。「目

標管理型の政策評価」とは，実績評価方式を用い

た政策評価及びあらかじめ設定された目標の達成

度合いについて評価する内容を含む，いわゆる

「施策Jレベルの政策の事後評価を言う。

3.6 文部科学省における fPDCAサイクルj

使用の経緯

「行政機関が行う政策の評価に関する法律」

は国の行政の全府省を対象(詳しくは同法第二

条を参照)としているので，文部科学省もその

適用を受けることになる。そこで，文部科学白

書によって rPDCAサイクルJの同省への波
及の経緯をみていくことにする。

3.6.1 平成13(2001) -14 (2002)年度・文部科学

白書ー (Plan-Do-See)

2001年度の白書 (2002年 l月18日発行)は，

全12章と付章とから成る。付章が「行政改革等

の推進Jのタイトルで， 6つの項で構成されて

いる。本稿のテーマに関係するのは次の2つの
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項である。それぞれについて要点をみていこう。

(1) 14 経済財政諮問会議における検討」で
は，次のことが記載されている。

本年 (2001) 1月に設置された同諮問会議

(議長:内閣総理大臣)の審議を踏まえ， 1今
後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に

関する基本方針」が6月に決定された。文科

省においては，この方針を踏まえ，積極的に

推進していく。

(2) 16 政策評価の実施」には，次のよう

な記述がされている。

これまで国の行政機関がすすめてきた政策

は， 1企画立案 (Plan)j， 1実施 (Do)j， 1評
価 (See)jというマネジメント・サイクル

で実施されてきました。近年，行政の効率性

は，透明性の一層の向上を図るため， 1評価
(See)jをより重視すべきとの機運が高まっ

てきています。

文部科学省では新省発足と同時に政策評価

制度を導入し.評価担当組織の設置とともに

事務次官を議長とする「政策評価会議Jや
「政策評価に関する有識者会議」を設けてい

ます。

2∞2年度白書 (2003年2月4日発行)では.
2002年7月に平成13(2001)年度の実績評価，

9月に15(2003)年度要求の事業に対する事業

評価を行い公表したとしている。さらに， 1実
績評価では，あらかじめ設定した42の施策目標

について達成度を測定するため，関連指標等を

活用しつつ，これまでの成果を測定し現状を

分析するとともに，課題を抽出しましたJと記
述している。

3.6.2 平成15(2003) ~17 (2005)年度・文部科学

白書-Plan-Do-See

年度によって章の配置は異なるが，平成13

(2001)および14(2002)年度の白書に書かれ

た内容を受けて，第14章または15章に「行政改

革等の推進」が置かれ，実施内容が説明されて

いる。いずれの年度も，政策評価を「企画立案

(Plan) j， 1実施 (Do)j， 1評価 (See)jという
マネジメント・サイクルの中に制度化した仕組

みであるとしている。また各年度版とも「マネ

ジメント・サイクル」の説明をしている。とり

わけ2007年度版では「マネジメント・サイク

ル」を図解し，その PLAN(企画立案)に関

して「達成目標，指標，測定の方法等を予め設

定」が記載されている。また.同年度版

(p. 466)には， 1霞が関をリードする評価を Ij 

の見出しで文部科学省の「政策評価研修」の実

施結果が紹介されている。

以上はいずれも，当然、のことながら2001年の

「基本方針j(3.3.1項で説明)に基づいて作成さ

れた内容であると判断できる。

3.6.3 平成18(2006)，平成19(2007)年度・文部科

学白書一Plan-Do-Check-Action

両年度ともに「第15章政策評価等の推進」

の「第 l節 政策評価の実施Jにおいて次の文
が記されているが，いずれも2005年および2∞6
年の「基本方針j(3.3.2に既出)に基づいたも

のであると考えられる。

平成14年4月から「行政評価法Jが施行さ
れ， [中略〕政策評価を「企画立案 (Plan)j 

一「実施 (Do)j- 1評価 (Check)jー「企
画立案への反映 (Action)jというマネジメ

ント・サイクルの中に，制度化された仕組み

として明確に組み込んで、，客観的かっ厳格に

これを実施することが求められています。

3.6.4平成20(2008)， 21 (2009)， 22 (2010)年度・

文部科学白書一記載されず

2∞8年度は第11章が「行政改革・政策評価等
の推進」で， 1目標ごとに達成度合いを測定す
るため，できる限り定量的データなどを用いて

分析を行いj，1評価指標・評価の判断基準をよ
り政策のアウトカム(成果)に着目したものに

改善しました」とあり，また政策目標の達成度

合いを 14段階の分類で表しています」とさ
れた。

2009年度は第12章で，前年度とほぼ同じ内容

である。ただし，章のはじめに「総論Jとし
て行政改革と政策評価に関する簡単な紹介が

入った。

2010年度は第11章で，はじめの「総論」は前
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年と同様である。ただし.r第2節政策評価
の適切な実施」の r(l)実績評価の実施」にお
いて r22(2010)年度からは，評価結果を政策

の改善や，翌年度の予算要求へより円滑につな

げられるよう，政策目標・施策目標の総括的評

価を，これまでのS'A・B・Cによる簡易な
記載から，課題や問題点を含めた文章による記

載に変更しましたJ(下線筆者)とあり，目標
管理に変更はないものの評価方法を変更したこ

とが記載されている。

この3年間の文部科学白書には r(文科省で
は)政策評価に関する中期的な方針である『文

部科学省政策評価基本計画』を策定しており，

現在はその第3期目 (20-24年度)に当たりま

す」との記述が入っている。またこの3年間の

白書には rPDCAサイクルJは記されていなし、。
3.6.5 平成田 (2011)年度文部科学白書-Plan-

Do-Check-Actionが復活

2011年度白書は.2012年6月29日発行である。

「行政改革・政策評価等の推進」は第12章であ

る。その「総論」は前2年の白書の7行から25

行に増えて，臨時行政調査会の歴史(第一次:

昭和36-39年など)からの書き出しで始まり.

2012年1月に全閣僚を構成員とする「行政改革

実行本部」が設置され各種改革が進んでいるこ

とを紹介している。続けて2001年度に導入され

た政策評価制度とともに.Plan-Do-Check-Ac・

tionという過程を盛り込んだ「行政管理(マネ

ジメント・サイクル)を確立することを目指し

ています」とあり.この用語が白書に再登場

した。

第2節「政策評価の実施」のnl)実績評価の
実施」では.r総務省の指導のもと.r目標管理
型の政策評価Jの試行的実施を各府省と共同し
て行い，あらかじめ定めた目標の達成度合い等

について，より分かりやすい形での評価結果の

公表に取り組みました」と記載された。このよ

うな前3年度分の白書との記述内容の違いは.

3.5節で取り上げた「目標管理型の政策評価」

に関する両文書 (2011年4月および2012年3

月)が影響したのではないかと考えられる。

3.7 その他(初等・中等教育へも波及)

文部科学省それ自体ではないが，中教審・初

等中等教育分科会・教育課程部会をみてみよう。

「児童生徒の学習評価の在り方について(報

告)J(2010年3月24日)では，最初に「これま

での審議の経緯」についてふれた後.r 3.学
習評価の今後の方向性について」において.

「学習評価を踏まえた教育活動の改善の重要

性」として「学習指導に係る PDCAサイクル

は.学校評価全体の枠組みの中で適切に位置づ

けられ，実施されることが必要である」として，

rPDCAサイクルが学校における教育活動全体

の様々な段階で繰り返されながら展開されるも

のであるJと述べている。この「報告」は重要
な点を多く取り上げたものであると思われる。

しかし.r報告」自体が関心や思考，知識など
の「評価の4視点」を示していながら.rPDCA 

サイクル」の生成経緯については「関心」を示

していなく.r思考」もした形跡を伺うことは
できない10)。ここでも真意不在である。

4. PDCAサイクルの波及(2)大学評価へ

この章では，大学評価と関わって rPDCA

サイクル」の大学基準協会への波及についてみ

てゆく。大学基準協会は.大学評価・学位授与

機構とともに日本の代表的な認証評価機関であ

る11)。

4.1 大学評価を巡る経過

大学評価を巡る経過の概要は次のとおりで

ある。

(1) 大学設置基準の大綱化 (1991年)において

自己点検・評価が努力義務化された。

(2) 21世紀の大学像と今後の改革方策について

(大学審議会答申.1998年10月26日)に第三

10) 教育の公共性と rPDCAサイクルJ.f目標管
理」に関しては.佐貫 (2012)のとくに「第4章
教育の公共性の変容とその再構築」を参照してい
ただきたい。
11) 大学評価・学位授与機構と fPDCAサイクル」
との関連については本稿では検討していない。
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者による評価が明記された。

(3) 大学設置基準改正 (19叩年)により自己点

検・評価の義務付けと第三者評価実施が努力

義務化された。

(4) 学校教育法に.認証機関による認証評価を

7年ごとに受けるものとすることが盛り込ま

れ.2004年4月1日から施行された。

(5) 中央教育審議会「学士課程教育の構築に向

けて(答申)J(2008年12月24日)において.

iPDCAサイクルが稼動するようにする」お
よび「客観的に測定可能な指標によってあら

かじめ目標を設定しておくこと等に留意す

る」などが記された。

(川口昭彦.rわかりやすい大学評価の技法』
ぎょうせい.2006年.を参照した)

4.2 大学基準協会への波友

4.2.1 rr大学評価』ハンドブック.2009 (平成
21)年度評価者用.2010 (平成22)年度申請大

学用 (2叩9年4月30日)J

このハンドブックにおいては.iII 大学基
準協会が要請する自己点検・評価一自己点検・

評価の実質化」のうち.i 3 点検・評価の仕

組みJに i(I)PDCAサイクルの稼動Jが図入
りで説明されている(同ハンドプツク.p.18)。

その中で「自己点検・評価活動によるPDCA
サイクルが稼動するためには， 目標を明確にし

て，何を基に自己点検・評価をしていくかを最

初に明らかにすることが求められます」と記さ

れており，上記の中教審答申の影響がみられる。

ちなみに，このハンドブックの前年度版 (2008

年4月25日 編集・発行)にはこのような記述

はみられなかった。

「新大学評価 ガイドブックJ(2∞9年10月)
にも， i大学の内部質保証システムを評価す
るJ概念図として Plan，Do， Check， Action 
の図入りで解説されている (p.4)。また， i経

営学で言われてきたPDCAサイクルとは， [中
略〕といったプロセスを意味していますJ(p.3) 
との首をかしげる記述もみられる。これに関し

ては重本 (2011，p.5)を参照されたい。

4.2.2 rr大学評価』ハンドブック.2011 (平成23)
年度評価者用，却12(平成24)年度申請大学用J

このハンドブックにおいても.iPDCAサイ
クル」は上記と同様の説明がされている

(p.7-9)。これに加えて「内部質保証システム

を有効に機能させるということは， [中略〕

PDCAサイクルをきちんと回転させ続けると
いうことです」と書かれている。「評定」の欄

に「以下の基準を目安に， S， A， B， Cで自己
評価(評定)してください (p.33) Jとの記述
がある。この4段階評価は，文部科学白書2008

年度版に取り入れられた内容と同じである。た

だし，それぞれについての説明文は類似だが異

なっている。

4.2.3 大学基準協会へのPDCAサイクルの波友に
関して

日永 (2011)は.大学基準協会の「大学基

準Jを確認したうえで，次のように論評してい
るが，これは注目すべき指摘である。

認証評価の第二巡回に唐突に出てきた

PDCAサイクルに基づく内部質保証システ
ムなるものが.大学評価， とりわけ大学基準

協会自身の歴史を受け継ぐものでなく，自ら

掲げる「大学基準Jにも適合的ではないこと
は明らかである。

また，本稿でここまでにみてきた行政政策評

価および文部科学白書と同様に，大学基準協会

もPDCAサイクルの生成・普及過程やその適
用実態について検討した跡をうかがうことはで

きない。

4.2.4 r大学評価ハンドブ.ック.2012 (平成24)年
度評価者用， 2013 (平成25)年度 申請大学用」

このハンドブックにおいては「第l章大学

評価の概要」の i2 内部質保証とは」の中で，
iPDCAサイクル等の方法を適切に機能させる
ことによって，質の向上を図り〔中略〕学内の

恒常的・継続的プロセスのことをいいJ.i諸外
国でも，大学運営において重要な仕組みである

ことが説かれていますJとあり， PDCAサイ
クルについての記述はこの部分のみで， しかも

「等」が入りそれのみに限定していない。また，
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諸外国の内部質保証にも視野を広げて言及して

いることも注目される。

4.3 要約

前章と本章でみてきた内容を時間の経過に

そってまとめてみよう。

①行政改革会議の最終報告に「各省における

評価機能の充実」を盛り込む(1997年12月3

日)

②「行政機関が行う政策の評価に関する法

律」の制定 (2001年6月29日). (同法の「施

行令J2001年9月27日)
③ 「行政評価に関する基本方針JにiPlan-Do・
SeeJが登場 (2001年12月28日)

④ 文部科学白書2001年度版にiPlan-Do・SeeJ

を記載

⑤経済財政諮問会議で iPlan-Do-Check孔c-
tionJに関する発言 (2003年2月17日および

2004年10月5日)

⑥文部科学白書2002-2005年度版に iPlan-

Do・SeeJを記載
⑦ 「経済財政運営と構造改革に関する基本方

針 2005についてjに iPlan-Do-Check-Ac-
tionJ (2005年6月21日閣議決定)
「経済財政運営と構造改革に関する基本方

針 2006についてjに iPlan-Do-Check-Ac・
tionJ (2006年7月7日閣議決定)

⑧ 「政策評価の実施に関するガイドライン」

(2005年12月16日政策評価各府省連絡会議了

承)で「成果に着目した目標」

⑨ 「政策評価結果の平成19年度予算要求への

反映状況J(2006年9月28日，総務省)にお
いて iPlan-Do・Check-ActionJ
⑩文部科学白書2006.2007年度版に iPlan-

Do-Check-ActionJ 
⑪ 中央教育審議会「学士課程教育の構築に向

けて(答申)J(2008年12月24日)に.iPDCA 
サイクルが稼動」の記述

⑫ 文部科学白書2008・2009年度版には，目標

の達成度合いをS.A.B.Cの4段階の分

類で表す，とされた。 2010年度では.これま

でのS.A・B'Cによる簡易な記載から課

題や問題点を含めた文章による記載に変更し

ました，となっている。この3年間の白書に

は iPDCAサイクル」の記述はみられない。

⑬大学基準協会.i大学評価jハンドブック

(2009年4月30日)に.iPDCAサイクルが
稼動Jが記載された。

⑭ 「目標管理型の政策評価の改善方策に係る

試行的取組についてJ(2011年4月27日およ
び2012年3月27日，総務省)

⑮ 「文部科学白書2011年度版J(2012年6月29
日発行)に iPDCAサイクル」が復活して
記載された。

5.若干の考察

5.1 経済財政諮問会議の議員発言を巡って

経済財政諮問会議の2003年および2004年の議

論における奥田議員(トヨタ自動車会長)の発

言が，国の政策評価に iPDCAサイクル」と
いう用語を取り入れることに大きく影響したこ

とは.すでに3.4節でみたところである。とこ

ろで，同議員の発言を受けて政策評価の仕組み

に取りいれられた iPDCAサイクル」に関して.
政策評価制度の検討過程においてトヨタ自動車

(工業)で実践されてきた活動を含めて.日本

で発展してきた品質管理の内容や特徴などを検

討・反映した後をうかがうことはできない。奥

田議員の，経済財政諮問会議における 2度の発

言 (2003年第3回および2004年第25回)につい

ても同様である。

なお， トヨタ自動車に関しては.2009年から

2010年にかけての品質問題を巡って次の指摘も

ある。「豊田綱領が表舞台から姿を消した (1992

年)ことで，同社の強みだった機能別管理(品

質，コストなどの経営機能について. (中略〕

実際に業務を行なう段階では各部門が協調し，

相互に整合を取って目標を実現する管理手法)

にほころびが生じ，品質に影響が出たJ(日野，
2010)。これを含め， トヨタの大量リコール問

題や方針管理の変遷などを巡っては，別途検討

を要する。
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5.2 大学評価への iPDCAサイクルJの適用
については注意深い検討を要する

5.2.1 r人Jには「製品jのような品質規格は存在
しない

PDCAサイクルの真意 l'でみたように，そ

れはもともと工業製品の生産工程における品質

管理に適用されたものであった。つまり.製品

や生産工程，作業などにそれぞれ基準(あるい

は，規格，標準など)を設け，製品や部品の品

質規格でいえば規格の上限と下限を数値で示す

のが通常である。また.生産工程で用いる管理

図においては管理限界が同じく数値で示される。

これらは「もの」が対象であるから.そのよう

に規格や仕様・公差などで表すことができ，そ

こから外れたものは「規格外れ」となり， i手
直しゃ再加工」あるいは「廃棄処分」となる。

大学を含む学校の授業の中でそのような基準を

数値で表すようなことはできないし，すべきで

ないことはあまりにも明らかである12)。

5.2.2 rものjの生産や企業経営と「人」の教育を
同一に論じることはできない

生産工程は一般的には短期の聞に別の製品や

部品が入れ代わり投入され，生産され，出荷さ

れてゆく。また，企業経営の場では例えば年次

計画を立て (P)，それに沿って実行し (P)， 

期末に検討し (C)，必要な処置をして (A)，

次年度に生かす(次期の P) ということは可能

である。一方.授業の場では通常一定の期間は

同じ学生(生徒)たちが対象である。そして翌

期は別の学生が同様な対象になる。従って，

彼・彼女らに対して行った授業結果のチェック

によって.問題があれば翌期に「改善するJで
済ますことはできない。

生産や企業経営の場(プロセス)で細心の注

意が必要なことはいうまでもない。しかし，授

12) 例えば，佐貫 (2012.p. 138-40)や，大田 (1983)
のivr 最大の能率，最小の個性J.および文科
省高等教育局長からの依頼に対する「日本学術会
議大学教育の分野別質保証の在り方検討委員会」
による「回答大学教育の分野別質保証の在り方
についてJ(2010年7月22日)を参照されたい。

業クラスの学生たちは「ものjとは違ってそれ

ぞれ性格や，能力.関心分野が異なる。しかも，

現在の百本の大学では開講するまでは受講生の

人数すら分からない場合が多いので，授業計画

の重要性はいうまでもないが.授業が始まって

からクラスの実態に合わせて授業計画の修正が

必要となることも少なくはないであろう。受講

者数やその構成，目的意識などが予め明確に把

握できるアメリカのビジネススクールのシラパ

スのようなわけにはいかない。また，毎授業ク

ラスにおいて教師に失敗は許されない。なぜな

ら， i子どもにとっては唯一の時間で，再び繰
り返すことのできないJ(大村， 1973， p. 18) 

のが授業だからである。教員はだれもが，毎回

の授業を計画し，実施しているだろう。しかし

どの時間における授業にも，つまり実施プロセ

スにおいて少なくともとくに受講生の心的側面

に関することについては失敗は許されないので

ある。すなわちこのような点ではチェックして

次のクラスの時間に改善する.というわけにな

いかないのである。(参考:大村はま『教える

ということ』共文社， 1973年)

5.3 適用あるいは追従から自主へ

i3.6.4Jでみたように， 2008-2010年度の文

部科学白書には iPDCAサイクル」の語は使

われていない (2011年度版では復活した)。ま

た， i 4.2.4Jでみた「大学評価ハンドプック.
2012 (平成24)年度評価者用， 2013 (平成25)

年度申請大学用」にも同サイクルの取り上げ方

に変化がみられた。 PDSやPDCAなどの管理

サイクルによって.ことさら良いマネジメント

ができるという効果はほとんどない(土屋，

1989， p. 18 ;二村， 1989， p. 92-5 ;重本，

2009， p.141-3)ということに，あるいは日本

の品質管理で展開されてきた PDCAサイクル

の真意(の一部)に各機関が気付いてきたのか

もしれない。

このような有効性からの観点だけではなく，

「本来大学が自主的に行うべき活動を法律に

よって強制することにはその妥当性が問われな
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ければならないJ(細井. 2011. p. 44) との主

張のとおり，大学等の各組織が自己評価の問題

について自分の頭で自主的かっ論理的に深く考

えることが何よりも重要であろう。すなわち，

PDCAサイクルの「真意2'Jに即していえば，

問題に含まれる様々な要因に思いを致すべきで

ある。これに関連しては，文部科学省高等教育

局長から日本学術会議会長宛の審議依頼 (2008

年6月3日)に対する回答「大学教育の分野別

質保証の在り方についてJ(日本学術会議，
2010年7月22日)も参照されたい。

おわりに

本稿では，先ずPDCAサイクルの創案・展

開過程を概観し，次に PDCAサイクルの真意

について，さらにそれがどのような経緯で行政

政策評価や大学評価に「必須」として使用され

るようになってきたのかをみた。最後に，経済

財政詩開会議における民間議員の影響と大学評

価への iPDCAサイクル」の誤用に関して若

干の考察をした。政策評価制度および大学評価

制度の内容については別途検討を要する課題で

ある。
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